別記様式１                                                                             (用紙A4版）
　
	競争参加資格確認申請書
　支出負担行為担当官
　中部地方整備局長　宛


　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　





　　　　　住所





　　　　　商号又は名称






　代表者氏名


　　　印






　（又は○○支店長　　○○ ○○）
　　平成23年12月5日付けで公告のあったＨ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事に係る競争参加資格について確認されたく、別添の書類を添えて申請する。
　　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添
　付書類の内容については事実と相違ないことを誓約する。




　　注）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。
　　　  　なお、紙入札方式による場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所及び商号又は名称を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（380円）に相当する切手をはった長３号封筒を申請書と併せて提出してください。

表紙１ 　                                     　　　　　　　　             　　      (用紙A4版）
平成　年  月  日
　支出負担行為担当官
　中部地方整備局長　宛
○○市○○区○－○－○
○○○株式会社　
代表取締役○○　○○　　印
                                                    （又は○○支店長　○○○○）
Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事
競争参加資格確認資料
                              　        等級区分　機械設備工事
                                        所在地　(本社(本店､支店､営業所)の所在地を記入すること｡)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者コード　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設業許可番号　　○○－○○○○　　　　
                                     　 連絡先  所　属：　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　名：　　　　　　　　　　　　
                                                電　話：　　　　　　　　　　　　
                                                E-mail：　　0000000@00.00.00　　
標記について、平成23年12月5日付けで公告のありました「Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事」の競争参加資格確認資料を別紙のとおり提出します。
注１）電子入札システムを用いて提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料及び技術提案書の合計容量が３ＭＢを超える場合には、郵送等（締切日時必着）で提出すること。紙入札者は持参も可とする。
注２）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。
注３）連絡先とは、技術提案書等の内容に対する問い合わせ及び施工体制の確認を行う際における連絡先（担当者）を記載するものとする。なお、施工体制確認のためのヒアリングについては、配置予定技術者に対して行う。

頁／総頁

表紙１―２                                                                             (用紙A4版）

技術者の能力
・注意1）チェックは「■」のように記入してください。（「レ」はチェック箇所が不明確になりますのでやめてください。）

・注意２）チェック漏れ、チェックミスがあると加点されない場合があります

・注意３）最大３名を限度（経常建設企業体にあっては各構成員に対し最大３名を限度）

	氏名
	
	
	

	評価項目
	評価内容
	記載事項
	備考（添付書類等）

	配置予定技術者の同種・類似工事の施工実績
	平成８年度以降に、元請けとして施工した同種工事の実績を評価

	■同種
	□中部地方整備局発注の実績あり
	※別記様式３

・CORINSにて工事内容が確認出来ない場合は、証明できる書類
・工事成績評定通知書等の写し
・資格合格証明書の写し
・監理技術者資格者証の写し
（表裏共）

・監理技術者講習修了証の写し
・健康保険被保険者証の写し等

	
	
	
	□国の機関または政府関係機関発注の実績あり
	

	
	
	
	□都道府県・政令市（関係機関も含む）発注の実績あり
	

	
	
	
	□市町村発注・民間事業の実績あり
	

	継続教育（ＣＰＤ）単位の取得状況
	平成22年4月1日以降に配置予定技術者が年間推奨単位以上を取得した場合に評価
	□年間推奨単位を取得
	※建設系ＣＰＤ協議会等に加盟する団体が発行するＣＰＤ単位取得証明書の写し

	
	
	□年間推奨単位を取得していない
	

	優良工事技術者表彰（平成20年度～23年度表彰）
	中部地方整備局長又は中部地整管内の事務所長（管理所長・室長）より「技術者表彰」を受賞の場合に評価
	□局長表彰あり
	※添付書類必要なし

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり
	

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰あり
	

	
	
	□表彰なし
	


	氏名
	
	
	

	評価項目
	評価内容
	記載事項
	備考（添付書類等）

	配置予定技術者の同種・類似工事の施工実績
	平成８年度以降に、元請けとして施工した同種工事の実績を評価

	■同種
	□中部地方整備局発注の実績あり
	※別記様式３

・CORINSにて工事内容が確認出来ない場合は、証明できる書類
・工事成績評定通知書等の写し
・資格合格証明書の写し
・監理技術者資格者証の写し
（表裏共）

・監理技術者講習修了証の写し
・健康保険被保険者証の写し等

	
	
	
	□国の機関または政府関係機関発注の実績あり
	

	
	
	
	□都道府県・政令市（関係機関も含む）発注の実績あり
	

	
	
	
	□市町村発注・民間事業の実績あり
	

	継続教育（ＣＰＤ）単位の取得状況
	平成22年4月1日以降に配置予定技術者が年間推奨単位以上を取得した場合に評価
	□年間推奨単位を取得
	※建設系ＣＰＤ協議会等に加盟する団体が発行するＣＰＤ単位取得証明書の写し

	
	
	□年間推奨単位を取得していない
	

	優良工事技術者表彰（平成20年度～23年度表彰）
	中部地方整備局長又は中部地整管内の事務所長（管理所長・室長）より「技術者表彰」を受賞の場合に評価
	□局長表彰あり
	※添付書類必要なし

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり
	

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰あり
	

	
	
	□表彰なし
	


	氏名
	
	
	

	評価項目
	評価内容
	記載事項
	備考（添付書類等）

	配置予定技術者の同種・類似工事の施工実績
	平成８年度以降に、元請けとして施工した同種工事の実績を評価

	■同種
	□中部地方整備局発注の実績あり
	※別記様式３

・CORINSにて工事内容が確認出来ない場合は、証明できる書類
・工事成績評定通知書等の写し
・資格合格証明書の写し
・監理技術者資格者証の写し
（表裏共）

・監理技術者講習修了証の写し
・健康保険被保険者証の写し等

	
	
	
	□国の機関または政府関係機関発注の実績あり
	

	
	
	
	□都道府県・政令市（関係機関も含む）発注の実績あり
	


	
	
	
	□市町村発注・民間事業の実績あり
	

	継続教育（ＣＰＤ）単位の取得状況
	平成22年4月1日以降に配置予定技術者が年間推奨単位以上を取得した場合に評価
	□年間推奨単位を取得
	※建設系ＣＰＤ協議会等に加盟する団体が発行するＣＰＤ単位取得証明書の写し

	
	
	□年間推奨単位を取得していない
	

	優良工事技術者表彰（平成20年度～23年度表彰）
	中部地方整備局長又は中部地整管内の事務所長（管理所長・室長）より「技術者表彰」を受賞の場合に評価
	□局長表彰あり
	※添付書類必要なし

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり
	

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰あり
	

	
	
	□表彰なし
	


頁／総頁
表紙１―３                                                                             (用紙A4版）

企業の能力、地域精通度、地域貢献度、施工能力
・注意1）チェックは「■」のように記入してください。（「レ」はチェック箇所が不明確になりますのでやめてください。）

・注意２）チェック漏れ、チェックミスがあると加点されない場合があります

	企業名
	
	

	評価項目
	評価内容
	記載事項
	備考（添付書類等）

	企業の同種・類似工事の施工実績（平成８年度以降）
	平成８年度以降に、元請けとして施工した同種工事の実績を評価
	■同種
	□中部地方整備局発注の実績あり
	※別記様式２

・CORINSにて工事内容が確認出来ない場合は、証明できる書類

・工事成績評定通知書等の写し　

	
	
	
	□国の機関または政府関係機関発注の実績あり
	

	
	
	
	□都道府県・政令市（関係機関も含む）発注の実績あり
	

	
	
	
	□市町村発注・民間事業の実績あり
	

	優良工事表彰（平成22、23年度）
	中部地方整備局長又は中部地方整備局管内の事務所長（管理所長・室長）より「優良工事表彰」を受賞の場合に評価
	□局長表彰あり
	※添付書類必要なし

	
	
	□２年連続で事務所長表彰又は室長表彰あり
	

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰が１年で複数あり
	

	
	
	□事務所長表彰、室長表彰あり
	

	
	
	□表彰なし
	

	安全工事表彰（平成22、23年度）
	中部地方整備局長より「安全工事表彰」を元請けとして受賞の場合に評価
	□２年連続安全工事表彰あり
	※添付書類必要なし

	
	
	□安全工事表彰あり
	

	
	
	□安全工事表彰なし
	


	その他表彰（平成22年度）

地域貢献等表彰（平成23年度）
	中部地方整備局管内の事務所長（管理所長・室長）より「その他表彰」（平成22年度）ならびに「地域貢献等表彰」(平成23年度)を元請けとして受賞の場合に評価
	□２年連続表彰あり
	※添付書類

表彰状の写し

	
	
	□表彰あり
	

	
	
	□表彰なし
	


感謝状の写し等

	別記様式Ⅰ：
災害活動実績概要書

	
	
	□上記以外の機関からの要請による活動実績あり
	

	
	
	□活動実績なし
	

	災害協定締結の有無
	「入札参加者が会員等となっている法人格を有する団体」と「中部地方整備局」、「中部地整管内の事務所」が災害協定を締結している場合に評価
・個別企業との協定締結は評価しない
	□中部地方整備局及び管内事務所との協定締結あり
	※加盟団体が
発行した証明書の写し
（平成23年4月1日以降発行に限る）

	
	
	□協定締結なし
	

	ボランティアによる地域貢献
	中部地整管内における道路・河川行政に係るボランティア活動により、中部地整の事務所長（管理所長）及び自治体の長から「入札参加者」や「入札参加者が会員等となっている団体」が表彰や感謝状を受けた場合に評価

・表彰、感謝状の付与機関と同一県内の事務所で評価

・評価基準日から遡って2年以内の表彰や感謝状が対象
	□表彰あり
	※表彰状、感謝状の写し

別記様式Ⅱ：

ボランティア活動実績概要書

	
	
	□表彰なし
	

	証明書
	本工事におけるエレベーター設備の工場製作に係る設計、工程管理、検査・試験に関する体制
	□証明あり
	※別記様式４


頁／総頁
別記様式Ⅰ  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙A4版）
災害活動実績概要書
	災害活動の概要
	（記入例）
平成○年○月○日に発生した「○○地震」により被災した国道○号線の土砂撤去及び舗装復旧工事を実施

	 実施年月日
	 平成２２年○月△日～平成○○年○月△日

	 実施場所
	  ○○県○○市△△

	 要請を受けた機関
	  中部地方整備局（○○県）

	 元請・下請の別
	  元請　　　下請

	  添付した活動実績を証明する書類
  （記入例）
   ・中部地方整備局（○○県）との災害協定書の写し
   ・中部地方整備局（○○県）からの要請書の写し
   ・中部地方整備局（○○県）との契約書の写し
   ・○○市が発行した参加実績証明書の写し
   （活動実績が二次下請け以降の場合）
   ・関係機関が元請けに発行した上記書類の写し
   ・元請けから下請けへの要請書又は契約書の写し



頁／総頁

別記様式Ⅱ  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙A4版）

ボランティア活動実績概要書
	 活動の概要
	（記入例）　
 平成○年○月○日より「○○川清掃活動」に参加

	 活動年月日
	 平成２２年○月△日～平成○○年○月△日

	 実施場所
	  ○○県○○市△△

	 表彰等を受けた機関
	  中部地方整備局（○○県）

	 表彰年月日
	 平成○年○月○日       ※受賞日より２年間が対象

	　添付した表彰状・感謝状
  　
     ・○月○日付　　○○市長よりの感謝状
   □表彰が団体の場合
     ・団体が発行した参加証明書



頁／総頁

別記様式２                                         　　　　　　　　                  (用紙A4版）
                                             　　　    会社名：　　　　　　　　　　
同種工事の施工実績

同種工事：規　　格　　　形　　式：ロープ式（機械室レス式を含む。）
　　　　　　　　　　　　　定　　員：１３人以上

　　　　　　　　　　　　　速　　度：６０ｍ／ｍｉｎ以上

　　　　　　　　　　　　　停止階数：６箇所以上

　　　　　　　　　　　　　運転方式：群管理方式
	競争参加資格
	同　　種　

	工事名称等
	工事名称
	
	評定点
	点

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県・市町村名）

	
	契約金額
	

	
	工期
	  平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　年　　月　　日

	
	受注形態等
	　単体／JV（出資比率）

	工事概要
	建物用途
	○○○○

	
	建物構造、規模
	○○造　○○㎡　○階建　

	
	エレベーター規格
	○○設備新設工事、又は増設工事
形　　式：

定　　員：

速　　度：

停止階数：

運転方式：

設置台数：

	 CORINS登録の有無
	            有（CORINS登録番号） ･   無


注 1) 必ず公告において明示した資格があることを確認できる内容を記載する。
注 2) CORINS登録の区分いずれかに○を付す。「有」に○を付した場合は、CORINS登録番号を記載する。「無」に○を付した場合は、当該工事の契約書の写しを添付する。
注 3) CORINSに登録無き工事及びCORINSにて工事内容が確認できない工事（簡易CORINSで登録した工事等）は、契約書の他に施工計画書等の当該工事の内容（同種工事等の工事実績）が証明できる書類を添付する。必要書類の添付がないものは、入札に参加できないので留意すること。
　　　　なお、工事図面を証明書類として添付する場合は、発注者（添付する工事図面の工事発注者）の承諾を得られたものを（承諾を得た箇所・承諾を得た図面等）を認めるので留意すること。

経常建設共同企業体にあっては、すべての構成員が有する入札説明書に掲げる実績を、それぞれ記載する。なお１枚につき１社の記載とし、複数枚使用する場合は、本用紙を複写して使用すること。
注 4) 当該工事に係る工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付する。ただし、工事評定が実施されていない実績や発注者より工事成績評定通知がされていない実績は、工事完了検査に合格したことを証明する書類又は、発注者への引き渡しが完了したことを証明する書類を添付する。その場合は、評定点を６５点と見なす。

表彰
の有無
	優良工事表彰の有無
	有（工事名） ・ 無

	安全工事表彰の有無
	有（工事名） ・ 無

	その他表彰の有無（表彰の写しを添付）
	有（工事名） ・ 無

	地域貢献等表彰の有無（表彰の写しを添付）
	有（工事名） ・ 無


注 1)　平成22、23年度に優良工事表彰及び安全工事表彰を中部地方整備局(港湾空港関係除く)において受賞した場合は､有に○を付し､工事名を記載すること｡受賞していない場合は無に○を付す｡

注 2)　平成22年度にその他表彰ならびに平成23年度に地域貢献等表彰を中部地方整備局(港湾空港関係除く)において受　　賞した場合は､有に○を付し､工事名を記載（表彰の写しを添付）すること｡受賞していない場合は無に○を付す。

頁／総頁

別記様式３         　　　                                           　　　　　　　   (用紙A4版）
配置予定技術者の資格・工事経験
会社名：○○○株式会社 
	配置予定者の氏名
	主任（監理）技術者　○○　○○（フリガナを記載）

	最終学歴
	学校名　学科名　00年卒業

	法令による資格・免許
	技術士（○○部門）　00年00月取得（登録番号：0000）
（指定建設業）監理技術者資格者証
　00年00月当初交付（現在の交付番号：0000）

	
	実務経験　○年以上（実務経験による資格の場合に記入）
※実務経験による参加資格の場合はその経験が証明できる資料を添付する

	工事名称等
	同種又は類似の区分
	同種

	
	工事名称
	
	評定点
	点

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県・市町村名）

	
	契約金額
	（下請け工事で申請の場合は、元請け工事の金額及び下請け工事の金額を記載すること。）

	
	工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	工事内容
	建物用途：○○○○

建物構造・規模：○○造　○○㎡　○階建
工事種目：○○設備新設工事、又は増設工事

形　　式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同種工事が確認できる

定　　員：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内容を記載のこと。

速　　度：

停止階数：

運転方式：

設置台数：

	
	受注形態等
	単体／JV（出資比率）

	
	CORINS登録の有無
	有（CORINS登録番号）　・　無

	申請時における
	工事の従事状況
	工事名称
	

	
	
	発注機関名
	

	
	
	工期
	

	
	
	従事役職
	

	
	
	本工事と重複する
場合の対応措置
	

	
	
	CORINS登録の有無
	有（CORINS登録番号）　・　無

	優良工事技術者表彰の有無
	有（工事名）　・　無

	施工体制確認のためのヒアリング対象者区分
	ヒアリング対象者（電話番号等）　・　非対象者


注 1) 施工体制確認のためのヒアリング対象者の区分について、配置予定技術者を複数名とする場合に、いずれかに○を付す。また、ヒアリング対象者とした配置予定技術者の連絡先（電話番号等）を（ ）内に明記する
注 2) CORINS登録の区分いずれかに○を付す。有に○を付した場合は、登録番号を記載する。無に○を付した場合は契約図書の写し及び施工計画書等の当該工事に従事した事が判断できる書類を添付する
CORINSに登録無き工事及びCORINSにて工事内容が確認できない工事（簡易CORINSで登録した工事等）については、契約書の他に施工計画書等の当該工事の内容（同種工事等の工事実績及び技術者の従事実績）が証明できる書類を添付する。必要書類の添付がないものは、入札に参加できないので留意すること

なお、工事図面を証明書類として添付する場合は、発注者（添付する工事図面の工事発注者）の承諾を得られたものを（承諾を得た箇所・承諾を得た図面等）を認めるので留意する。

注 3) 主任（監理）技術者の工事経験について、品質証明員、土木工事品質確認技術者としての経験は除く
注 4) 優良工事技術者表彰の有無について､平成20から23年度に中部地方整備局(港湾空港関係を除く｡)において優良工事技術者表彰を受賞した場合は､有に○を付し､従事していた工事名を記載する｡受賞していない場合は無に○を付す
注 5) 従事した工事経験を１件記載すること。また、複数の技術者を登録する場合（３名を限度。）は、本様式を複写し作成する
注 6) 経常建設共同企業体にあっては、すべての構成員が配置する技術者をそれぞれ記載することとし、氏名欄に構成員が所属する会社名を記載する。なお、入札説明書 4．(6)①の基準を満たし、4．(4)に掲げる同種工事の実績を有した技術者以外は同種・類似工事の実績を記載する必要はない
注 7) 中部地方整備局発注の工事（港湾空港関係除く。）について、評定結果通知の紛失等により写しの提出が出来ない場合は、別記様式２を参照すること
注 8) 当該工事に係る工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付すること。ただし、工事評定が実施されていない実績や発注者より工事成績評定通知がされていない実績は、工事完了検査に合格したことを証明する書類又は、発注者への引き渡しが完了したことを証明する書類を添付することとし、その場合においては、評定点を６５点と見なす。
また、転職等により工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付することが困難な実績にあっては、検査に合格したことを証明する書類、引渡しが完了したことを証明する書類又は「工事実績情報システム（CORINS）」の写しをもって65点と見なす。ただし、評定点が65点以上の実績の写しに限る。
注 9) 下請け工事の実績で申請する場合は、「元請け工事の契約書の写し」、「元請け工事の工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類（工事評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績にあっては、検査に合格したことを証明する書類又は引渡しが完了したことを証明する書類）」、「元請けと下請けとの契約書の写し」及び「技術者の従事実績が証明できる書類」を添付すること。
なお、「元請け工事の契約書の写し」、「元請け工事の工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類（工事評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績にあっては、検査に合格したことを証明する書類又は引渡しが完了したことを証明する書類）」が入手出来ない場合は、「発注者の施工実績・完成・引渡証明書」と「元請けと下請けとの契約書の写し」及び「技術者の従事実績が証明（申請者以外の第三者の証明）できる書類」のみでも可とする。

また、下請け工事の実績で申請する場合は、評定点を「65点」の見なし点数とする。

注 10) 配置予定技術者の資格合格証明書の写し、また、監理技術者が必要となる工事にあっては、配置予定技術者の監理技術者資格者証の写し（表裏とも）及び監理技術者講習修了証の写し（表のみ）を提出する。
専任で配置する主任技術者又は監理技術者について、当該工事受注後に配置予定技術者が直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月以上）が明確に判断出来る資料（監理技術者証（表裏とも）又は健康保険被保険者証等）の写しを提出すること。
　
頁／総頁
別記様式４
証　明　書

（本工事におけるエレベーター設備の工場製作に係る設計、工程管理、検査・試験に関する体制）
工事名：Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項目
	記載する内容

	設計
	設計管理担当部署
	住所：○○県○○市○○町

名称：○○○○○○

	工程管理
	工程管理担当部署
	住所：○○県○○市○○町

名称：○○○○○○

	検査・試験
	検査・試験担当部署
	住所：○○県○○市○○町

名称：○○○○○○


※各項目については工場製作に係るものを記載すること。

※各項目については自社の担当部署及びその所在地を記載すること。

※エレベーター設備の製作を他者に委託する場合も自社の設計、工程管理、検査・試験に関する体制を提出するものとする。

※エレベーター設備を他者に製作委託する場合は、当該者と本件に関する入札価格と入札意思について、いかなる相談も行ってはならない。
表紙２ 　                                     　　　　　　　　             　　      (用紙A4版）
平成　年  月  日
　支出負担行為担当官
　中部地方整備局長　宛
○○市○○区○－○－○
○○○株式会社　
代表取締役○○　○○　　印
                                                    （又は○○支店長　○○○○）
Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事
技　術　提　案　書
                              　        等級区分　機械設備工事
                                        所在地　(本社(本店､支店､営業所)の所在地を記入すること｡)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者コード　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設業許可番号　　○○－○○○○　　　　
                                     　 連絡先  所　属：　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　名：　　　　　　　　　　　　
                                                電　話：　　　　　　　　　　　　
                                                E-mail：　　0000000@00.00.00　　
標記について、平成23年12月5日付けで公告のありました「Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事」の技術提案を別紙のとおり提出します。
注１）電子入札システムを用いて提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料及び技術提案書の合計容量が３ＭＢを超える場合には、郵送等（締切日時必着）で提出すること。紙入札者は持参も可とする。
注２）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。
注３）連絡先とは、技術提案書等の内容に対する問い合わせ及び施工体制の確認を行う際における連絡先（担当者）を記載するものとする。なお、施工体制確認のためのヒアリングについては、配置予定技術者に対して行う。
頁／総頁

別記様式５
                                                                                   （用紙Ａ４）
「搬入・据付時における安全対策（簡易な施工計画）」
                                工事名　：Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事　　　　　　　　　　　　
                                会社名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	「搬入・据付時における安全対策（簡易な施工計画）」

	本工事は、資機材搬入時の施設利用者等に対する安全対策及び据付時における作業員の転落事故防止等の安全対策が重要な課題であることから、本工事における施工上の特徴を踏まえ、標準案の確実な履行のための配慮すべき事項を、記載（Ａ４版１枚以内、５項目以内）すること。

１．搬入・据付時における安全対策に関する配慮すべき事項

※簡易な施工計画に記載する内容は、他工事（建築・電気設備・機械設備）や施設管理者等との協議が必要となる提案（土日・祝日などの閉庁日作業や施工時間、立ち入り規制、通行制限、期間制限、施設利用者の出入り口制限、養生・安全資機材設置に関する協議事項、追加特記仕様書15.仮囲い等・16.交通誘導員・36.施工条件記載事項などを含む）等については認めない。
また、当該工事に特化していない内容（どの工事にも共通した内容）や標準仕様書、追加特記仕様書（施工条件等）などに記載されている文書の記載については評価しない。具体的な根拠を伴い、担保・確認ができるものとし、実行の有無が未確定、曖昧な表現（自社ISO、自社安全管理体制、あるいは、検討する、となるよう配慮する、となるよう心掛ける、可能な限り、極力、できるだけ、必要が生じた場合は、周知徹底する、注意する、する場合は、等々）の提案は評価しない。
①
②
③
④
⑤



注）　１．配慮すべき事項は５項目以内とし、Ａ４サイズ片面１枚以内で簡潔かつ要領よく記述するものとする。なお文字サイズについては10.5ポイントとする。
２．参考資料を添付する場合は、以下に示す項目に留意すること。なお、評価の対象は技術提案書に記載された内容で行う。
(１)参考資料は、技術提案書を補完する図表、写真、文献の抜粋等に止め、Ａ４サイズにて明確に判読できるものとし、技術提案書（別記様式５）を含め片面３枚以内とすること。
(２)参考資料にＮＥＴＩＳに登録された工法等を記載する場合は、登録番号のみを記載するものとし、その他、カタログ等を含め公表されている資料の写しの添付は行わないこと。
様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙A4版）
平成○○年○○月○○日
工事成績確認申請書
　　中部地方整備局
　　　営繕部　技術・評価課長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○
                                                                ○○○○株式会社　
                                                 代表取締役　○○○○　　印
                                   　　        （又は○○支店長　○○○○）
下記の工事における工事成績評定点について、評定通知書を紛失したため確認を申請します。
記
工事名：平成○○年度　○○○○○○○○○工事
工期：平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
受注者名：○○○○　株式会社（現「△△　株式会社」）
請負金額(最終)：□□□，□□□，□□□．円
別添様式１
平成　　年　　月　　日
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　宛
○○県○○市○○区○－○－○　　　　
○○○株式会社　　　　　　　　　
代表取締役　○○　○○　　　印　　
（又は○○支店長　○○　○○）　　
　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等級区分　機械設備工事　　　　　　　　　
　　
所在地（本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入すること 。）　　
業者コード　○○○○○○○○　　　　
建設業許可番号　○○－○○○○　　　
連絡先　所　属：　　　　　　　　　　
役　職：　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　
電　話：　　　　　　　　　　
E-mail： 000000@00.00.00　　
Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事
図面交付依頼書
標記について、平成23年12月5日付けで公告のありました「Ｈ２３岐阜地方・家庭裁判所庁舎エレベーター設備工事」（以下、「本工事」という。）の図面交付を依頼します。
なお、図面交付にあたっては、入札説明書を熟読した上で下記のとおり誓約します。
記
１．本工事の入札参加にあたり、知り得た電子情報を適正に管理し、第三者への流出防止措置を図ると共に、流失防止対策について、当社の社員等並びに見積協力業者等に周知徹底を図ります。
２．本工事の入札参加にあたり、知り得た電子情報について何らかの事由により情報流失事故があった場合には、速やかに発注者に届けると共に、原因を明確にし、再発防止措置を講じます。
３．本工事の入札後に、不要となったＣＤ－Ｒ及び知り得た電子情報については、適切に廃棄及び削除を致します。
注１）入札説明書４．競争参加資格の要件を満たさない者には、図面を交付しない。
注２）新品のＣＤ－Ｒ（１枚）を同封すること。
注３）額面４４０円（書留郵便代）の切手を貼り付け、返送宛先を記入した封筒
（ＣＤ－Ｒ（１枚）の封入が可能なもの）を同封すること。









＜評定結果通知の紛失等により写しの提出が出来ない場合＞


平成８年度以降の中部地方整備局発注（港湾空港関係除く）の工事は、様式１「工事成績確認申請書」により申請し、様式２「工事成績確認書」の交付を受け、写しを添付する。


なお、申請、受け取りは受注者を原則とし、郵送、電子メールによる受付・送付は行わないため、事前に以下に連絡願います。また、申請から交付には３日程度（土曜日、日曜日及び休日を除く）を要します。


中部地方整備局　営繕部　技術・評価課　技術審査係


名古屋市中区三の丸２－５－１　名古屋合同庁舎第２号館 　　　


TEL ０５２－９５３－８１９４　　FAX　０５２－９５３－８２４４








�「、工事成績優秀企業認定」削除
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